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1.米 国 統 一 職 業 会 計 法 の 意 義 と性 格
米 国 の 公 認 会 計 士法(CertifiedPublicAccountantLaw)は1世紀 以 上 の歴 史 を有 す る。 本
法 は州 政 府 制定 法 で あ り、1896年の ニ ュー ヨー ク州 を皮 切 りに、 ペ ン シル バ ニ ア(・1±899年)、・
メ・リrラ ン ド(1900年X.ヵリ1フォル ニ アq901年)..イリ ノイ(1903年Xワ シ ン ト・ン(1903年X
ニ ゴー ジ ャー ジ≡(1904年λ.フロ リダ(1905年)、'ミシガ ン(1905年)と続 き、1921年の ニ ュー
メキ シ コ州 で の成 立 で 当時 の 全州 で の制 定 が 完 了 した。 そ して 《現 在 で は 、50州 ∵ お よ び プ
エ ル ト ・'リコ、 コ ロ ン ビア 特 別 区、,米領 バ ー ジ ン諸 島 、1グア ム の54行 政 管 区(jurisdiction)で
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'一 纏 、 理'・ .知 一 識 一'
各 公認会計士(以下、CPA)法が設 け られ て いる。
CPAの資格 登録(certification)と営業免 許証発行(licensing)に関 しては各州政府 の管理下に
あO,・,.gべ中 州慣 薬鍋 敬 命(輌d吋牌 卿 ㎞ ・y翌予州 薮 会('))9所醇 項
となっている(2)。しか し、CPA法は州独 自の歴 史的、経済的 、社 会的背景 の もとで変遷 を重
　 シ コ
ねてきたので、州毎に差違hl－ある。例え}まlC'pA試験に関しては、米国公認会計士協会
(AICPA)の統－CPA試験(UniformCPAExamination)と採点サー ビス結果 を利用す るが、受
験資格(教育、居住地 市民権 など).受験 申請方法 合格認定条件(合格科 目認定点数や有効期
間、倫珪試験 などの追加 条件)も、また資格登録証(certificate:州のCPA試験 に合格 し、実務
経験 な どの所定の資格条件 を満た した ことを表す)申請条件 も州毎に異な る。 さ らに、CPA資
格 登録証 の更新、公認会計士事務所(CPA事務所)への営業許可な どの営業免許証(licenSe)の発
行や更新、他州か ら移 ってきたCPA資格者に対する資格登録証の発行条件な ども、実務経験、
継続 的専門教育(COn目n田印ProfessionalEducation》事務所組織 形態な どにお いて州 間に
差 異が ある。
こうした、CPA制度 の州毎の独自性が公認会計士業務 の共通性、移動性 を妨げ た り、逆に、
ある州 で取得 したCPA資格 を使 って別 の州で免許 を受 けないで開業す る、 といった問題点の
指 摘は以前か らあ った。統 －CPA試験 が導入 され る前は試験 も州毎 に行 われ、合格条件や教
育的背 景な どの、 いわ ゆる レベルの差 もあ りlCPA資格 自体 に対す る信頼性が疑われ る事態
さえも存在 して いたのである。同統一試験 の導 入後 は この点 は解 消 され たが、なお も営業免
許証 の取得条件 や法的 責任 の違 いな ど、 差は小 さ ぐない。,;白 い
そ こで、全米でCPA法を共通化 しよ うとす る動 きが早 くかち始 まった。最初 のモ デル 法の
編纂 は1916年にAICPAの前 身で あ る米国会 計 士協 会(AIA'・:AmericanInstituteof
Accountants)が行 ったという(3)。近年 では、1984年にAICPAと州審査会の全国組織である全
米州職業会計審査会協会(NASBA:NationalAss㏄ia60n6fStateB㎝}dsofAccountancy)
が共 同でモデル 法 を編纂 し、 こめ基本条項は大半の州 で採 用 されて いる。 このモデ ル法は後
に統 一職業会計法(UniformAccountancyAct:以下、UAA)第1版 と呼ばれ る ことになる
が、本稿は、1999年11月に公表 され たUAA、 およびその規則(UniformAccountancyAct
Rules:以下、UAAR)の改訂第3版(4)の紹介 である。 ,1.,.∵、、'・...,…
因み に、UAA改 訂第3版 までの経緯 を辿れば、1984年モデ ル法編纂 の後 、AICPA州規制
委員 会 とNASBA統一職 業会 計法委員 会 の共 同 ワー キング 、グ ループ が 設 け られて1992年
UAA(第2叛)を公表 した。'しか し"`なお も高度 の職 業基準 の達成1公 衆 の保 護、1そして規則
の統一性 の増進 とい う点 で満足の いく ものではな く'ギさ らに会計業務 のグ ロニバ ル市場化 と
いう新 たな視点 が加わ 駅(AICPAとNASBAはs!・,ij在の規制 システム に対す る改革のために
新 しい規 制概念 とアプローチ を展開 し始めためで あ る∵ い:い
'すなわち、;1996年`3月いAICPAとNASBAぱその指導者達 か らな る会計職業制度共 同委員
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会(JointCommitteeonRegulatiohoftheP垣fession)を設 け、州間 のCPA資格相 互承認
(reciprocity)と州 際実務の促進ばか りでな く、 グローバル 市場化 と公共利益の擁護に対応す る
ための新たな規制 のフ レームワー ク造 りに合意 したのであ る。 その結果、1997年にUAA第3
版 が公 表 され 、そ の改訂版が1999年版 である(残
本UAAとUAARは 、CPA資格登録、州間資格相互承認 会計士実務な どにお ける州間 の人
為的 な障壁 を除 去 し、CPAの州間移動 を高め るこ とを 目的 とす る と同時 に、公共 の利益 に資
す ことを第一義 に謳 うに足 る職 業規律 を擁 し;さ らに、 米国CPAの国際的 な業務 展開の ため
の各国 の職業会 計法のモデル 法 となる ことも意 図 した、 戦略 的な性格 を有す るもので もあ る
ので あ る(6)。',
2.`UAA編 纂 上 の 基 本 原 理'『'1
まず 、 上記共 同委 員会 はUAAの 編纂 に あた って措 定 した9つ の基本原 則(Fundamenta1,
Principles)を示 して いる。"・ 、T、
第1は 、 公認会計士 に関わ る法規制 は公共的利益(publiciritereSt)↓こ照 らして のみ正 当視 さ
れる、 という点で あるc法 規制は公共的 な健康くhealth)、安全(safetSr)、あるいは福利(welfare)
に資す る ことを 目的 どす べ きであ り、 その意味 で、CPA(7)の実務 は公共 め福 利に重要 な影 響
を与 える、 とす る(8)。
かか る基 本原則 に拠 った うえで、 第2に 、CPAに対す る規制 は主 と して以下 の2点 で公共
の福利(publicwelfare)に資す る、 とする。:'・t'・ ・1・
(a)適切な業務遂行 に必要な相 当程度 の技術な らび に能 力を要す る業務 を遂 行す る会計
士個 人な らびに会計事務所 の能 力につ いて合 理的な保証 を与え る。
(b)個々の実務 会計士 に合理的 に期 待され る水準 の能力 について公衆 を欺 くことがな い
よ うにす る⑨。'よ'・ ・
つま り、UAAは 、CPAの名称 を用 いる者 ない し事務所がその業務遂行 に必要な技能 を有す
る ことを公衆 に向けて保 証 し、 また開業 して いるCPA個人な い し事務所が実際 にその名称 に
相応 しい技能 を持 つよ うにす る ことを 目的 とす るのであ る。
第3に 、CPAが有す るt'定水準の能 力につ いて の期 待が公共 の利 益に関わ る程度、 な らび
にその期待 の大 きさの故 に法 規制 をやむ を得 な いと判断 され る程度は、そ の業務 の適切 な遂
行 に要す る技術 水準、お よび不適 切な業務遂行 か ら引 き起 こされ る不利益 な結 果 の範囲 とも
た らされ る災 厄の程度 に大き く影響 され る、 とす る(10)。
ここで、'CPAの業務 のなかで も財務 諸表 に対 する公式の意見表 明は、それが監 査であれ、
レビュー であれ、・あるいは調 製であれ、適切 に実施 され なか った場合 の公 共に対 す る不利 益
の程度 はほかの業務 に比 べて格段 に大 き く、 したが ってかか る業務 はそ の遂行 に相応 しい資
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格 を有する営業免 許取得者(licensee)に限定 され るべきである、・というのがUAAの 基 本的立場
で あるm㌔t,'i:.・;'
第4に 、ある 者 に公認会計士 の営業免許 を交 付す るため の要件 として、 その者が 適切な業
務遂行 のための少な くとも最低水準の職業資格 を保有 して いるという実質的 な保証 を与え る
もので なければな らないが、 その保証 には以下 の2つ の意味 が込 め られ る、、とする。
(aΣ、営業 免許取得者だけが 当該業務 を実施で きる ようにす る ごと6'L;.
(b)営業免許交付 の条件 として技術 と知識の保有 を婁求す るが、 それは資格試験、教育
要件、 経験 ない し能 力の各要件 に典型的に表わ される ことf12}。 、,t
すなわち、(a)はCPA業務 の排他性 と独 占性を、(b)は(a)の正 当性 を社会 に向 けて保証す るた1
め の差別化 要件 を表明 した ものである。
第5に、UAAを通してのCPAに対する法規制の目的は営業免許発行の要件に適合しt$い者
が適 合 して いるか の如 く公 衆に装 うこ とを禁止 し、無能力な らびに欺 購か ら公衆 を守 る こと
にある{と す る(13・>Sただ し、fこれは第2、 あるいは第3の 原則の繰 り返 しとい うよ りは、 無
免 許者 の排 除に 主眼がおかれ たもの と理解 され る。 ・…
第6は 、相 応 の能 力を公衆 に保証 し、 また欺哺か ら公衆 を守る ことの必要性 は、 また営 業
免許証 を交付 されな い者で も遂行 レ得 る仕事 を営業免許取得者が実施す る ときに も、そ の行
動 を規制す る、 とす る{14)。つま り;一免許を要 しない業務をCPA資格者が遂行す る場合 にも、1
そ の業務 に対 して公衆は他の者以上 の特別 な能 力を期待す るため に、UAAがCPAを規制す る
根拠 を もっ とい うのであ る。 ご,'一'、 ・ ・ 歌・ … 、、
第7は 、相 応の能 力を公衆 に保証す ることの必 要性 は、すべての営業 免許取得者が継続的1
職業教育(continui㎎・professionaleducation;以下、CPE)を通 して 自 らの責任分野 にお け
る職業的能 力 を維 持すべ きとす る要求 につなが り、 また;・CPEあ実施 にあたっては教育内容
の選択 の幅 を広 く し、 どの コースに対 して も十分な単位 を設 けるべき、 とす る《15)。'なお、後
に述 べ るよ うに、CPEは営業免 許更新 の際の条件 とされ ている点は注 目され る。
・第8は 、営 業免許取得者 に要求 され る資格 要件に関わる規制の種 々の 面については全米で
可能な限 り統 一する ことが望 ま しい。 なぜな ら、CPAの依頼 人や雇用 者は複数の州 にまたが
る企業であ り、CPAの実務 も州際 のものが多いか らで あ り、 したがづてCPA自身 も州際で 自;
由に移 動で きるよ うに しべ かつ公共の利益のため に能 力に対す る高度 の最低基準 を維持す る
た めに州間で営業 免許付与条件 を統 一す ることが必要である、 とする ㈹ 。' 、
最後の第9は 、CPAの称 号を州 の境界 を越 えて通用 させ、 またCPA自身がその称 号 を持 つ、
て移 動で きるよ うにす る、 という目標 を達成す るた めにUAAは 「実 質的 同等性(§ubstantial,
equivalency)」の基準 を設 ける、・とす る。.実質的同等性は、 ある州 の法 規に含め られ た教育、
試験.,および経験 に関す る要件がUAAの 規定 と同等か、'超える もので あるべ きことを意味
し、 この点 でUAAは 規範 となる、 とい う視点 を明確 に表明 し、全州な らび に管轄区で統 一性
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を得 るた めに本UAA改 訂版の制定 を求め る ことになった のであるく17)。、",t,….t
・と同時 に、UAAを、先々、国際的な資格条件 の基本 とする..あるいは基 本 とな るようにすべき
ことを次 のように黙 示す る。,すなわち、∫統 一性 は将来的 には国際的通商合意が進むなかで会 計








を法定しようとするのである。以 下、その詳細をみるこどとしよう。 、i㌧ ∴
}` ,,,jl`tt…ttl、 ・ 、:'tt:・'パ 』1'『'… 、,・
(1)lCPA資格登録証の発行 ¶ ・.'J、 ∵ ・・,
ここ で、公認会計士(CPA)であることの資格登録は、本法な らび にUAARに定め る教育 経 ・
験および試験 の各 要件 を満た した、 善良 な る資質(goodmoralcharacter)を有す る者 に与え
られる とす る(UAA第5条(a))。ここには市 民権、年齢、居住地の条件は課 されて いない。 ま
た、善 良な る資質 とは不正な い し犯罪歴 のな い ことをい う(同(b)Y!9)。
教育要件は公認会計士試験(統－CPA試験認定機構 が年2回 実施 し、試験結果 を州審査会が
利 用する方式 が定着}の受験 資格 と合格後 の資格登録 要件 とが あるが、 受験 資格 としては、
UAAR規則5-1と 同5-2に よれば、州 審査会が承認 した大学 あるいは ビジネス ・スクー
ル等(大学認定機関 ～accreditingagency～が認定す る大学、,あるいは ビジネス ・ス ク←ル,
等)での会 計学 専攻か 、,あるいは学部で24単位、 または大学 院で の15単位 の財務会 計、監査
論、管理会計 を含 む会 計学 コー スの履修 を求めて いる。1、 ・ 、、
しか し、 この要件 もさらに厳 しくな り、UAAに 基づ く州法施行後5年 間 は、州審査会が承
認す る大学 の学士 号、な い し相 当す る資格 を有 し、専攻科 目(concentration)とレての会計学
の履修 を求めている。tさらに、、州法施行5年 経過後 は学士 またはそれ以上の学歴資格を有 し、
会 計学専攻かそれに相 当す る教育 を含 めて150単位の履修 を要求す る(同(ρXd))。なお、150単
位 は大学 の学 部教育では履修 で きず(通常 は120～130単位が限度).大学院相 当の教育 を要求
して いる と考 え られ る⑳ 。t-1;…i 、 ・,.,'・t
そ のうえで、資格登録証 を受 けるた めには1年 間の実務経験 を要 しv会 計t!証明、調製,
経営助言べ財務助言さ税務、 あるいは種 々の コンサルテ ィングを含む いずれか の業務 での経
6 一 経 理 ・知 識 一
験 を求めて いる(UAA第5条(f>)。ただ し、UAAR規 則6-・2は、実務経験 としては雇用 され
た 形を取 らず ともよ く、 また政府 、産業界 教育分野 、 自営業め いず れ で もよいが;・1年以
上3年 未満 の期間 に専業 またぱパ …-iトで少な く とも2000時間の従事時間 を要求 して いる。
(2)資格登 録証の更新 とCPA
州審査会 はCPA資格登録証 の交付な らび に更新 を行 い、資格登録 証の保 持者だけが許可 さ
れたCPA事務所(CPAfirm)で証明業務 に従 事 し得る。 資格登録証の更 新は3年 以内 と し(3年
の州 が多 いX'州審査会が審査す る(uAA第6条くa)、UAAR6-1以降)。また、'州審査会の資
格 登録`更 新業務 には他州 の資格者 に、実務経験4年 、統一試験 の当該州 合格点以上め取得
一定単位以 上のCPE(C6ntinuitgProfessionalMuCatiOn)受講を条件 に当該州 の資格 登録証
を交 付 す る こと も含 まれ る。 また、 外 国 会 計士 に対す る資格 登録 ・更 新 業 務 も含 まれ る
(UAAR6-8,'9)L'・'ぎ ・`
資格登録証の更新に当たって、℃PAは職業的能力を維持するための学習 プログラム(NASBAi
とAICPAが共 同で承認 したcpE基準書 に準拠す る ことが妥 当とされ る)への参加 を求 め られ
る。なお、CPEは3年 間で120時間以上、 年間最低20時間以上の受講 を要 し(自ら開業 して い
ない、あ るいはCPA事務所 に勤 務 していないCPAの場合は、3年 間で90時間、年間最低15'
時 間 の受 講 を求 め られ る)虚偽 報告 者 は処 分 の対 象 とな る(UAA第6柔 くd)、UAAR6-
4)5,6)〔21).1'・ ヂt,
4.営 業免許とピア ・レビll－
米国のす べて の州 な らび に管轄 区で は、個 人CPA、 およびCPA事務所 としての営 業免許
(license)に対 して更新制 を採用 して いる{22)。営業免許 がなければ 、CPA、あるいはcPA事務'
所 として 名乗ることも、 またCPA↓あ るいはCPA事務所 と して証明業務 や調製業務 を実施す
る こともで きな い。 なお、UAA第7条 は、 とくにCPA事 務所 に対 して発行す る営業免許 を
営業許 可(per㎝'t)といい、CPA個人 と しての営業免 許 と区別す る。
(1):営業免許 を要す る業務 一/t・'・1
営業免許 を要する業務 は各種の証明(attest)業務 と標準式の報告書 を発行す る調製業務だ け
であ6Sそ して、 これ らの業務の実施はUAAの もとでの営業免許取得 者に限定 され る。すな
わ ち、UAA第14条(a)は「営業免 許取得者め みが個 人、t企業、組織体、 あ るいは政府部 門の財
務諸表 に関す る報告書を発行 し、 あるいは何 らかの証明 または調製業務の提供を申 し出た り、・
提 供す る ことがで き る」と規 定す る。・しか し、 同時 に、 営業免 許の有 無 に関 わ らず、税務 業
務:"経営助言業務(MAS).報告書 を伴わない財務諸表め調製な どの業務は誰でも実施で きる旨




ここで、証明業務 とは、(a)AICPAの監査基準書(SAS)に準拠 して実施 され る監査,'その他
の関連業 務、(b)AICPAの会計 ・レビュー 業務 基準書(SSARS)に準拠 して実施 される財務 書類
の レビュー 、(c)AICPAの証 明契 約 基 準書(SSAE)に準拠 して実 施 され る予 測財 務情 報
(prospectivefiruncialinformation)の検査(exarr nation)の各業務か らなる(UAA第3条(b))。
さ らに、 営業免許 を要す る財務情 報の調製 とは、経営 者の表明す る情報 を、何 ら保証 を付 さ
ないで財務諸表の形で提示す る業務であ り、SSARSに準拠 して実施 され る もの をいう(UAA
第3条(f))。 、 、 ㌶.
なお、 これ らの証明お よび調 製業務は標準様式 の「報告書」を発行す るものであ り:「報告書」
とは、財務諸表の信頼性に関わ る保証(asSurance)を表明、 または 保証を含意(標準式の調製報
告書が該 当)し、・かつ それ を発行 す る者 あるいは事務所 が会計 または監査 に関 して特別 な知識
や能 力を有する旨の声明、 あるいは保証 の含 意を伴 う意見、'報告、 あるいはぞめ他 の言辞 を
付す ことを意味す る(UAA第3条 、p)。
以 上の規定が意 味する ところは重要であ る。すなわち、CPAの営業 免許はAICPAが設定す
る基準 に従 って報 告書の形で 「保 証」の表明 を伴 う業務 に限 って有効で あ り、'その他 の業務(助
言業務や税務業務な ど)は免許の対 象外(換言すれば、誰で も自由に営業できる)なのである。・こ
こには、 開示 された情報 に対す る保証機能 にだけ公共的な利益 を認め、そ の機能の遂行者に
法規制 の網 を被せ 、同時 にそ の業 務の排他性 を承認するが、その他の業務 には 自由参入 を認
め る、 とい う考え方が示 され てい るので ある(23㌧"
(2)営業免許 の条件"T-t、1.
営 業免許の条件 と して、証 明、 あるいは調製業務 の実施のため には、個 人CPA、・'ある いは
CPA事務所はい個 人め場合 は資格 登録 の要件(UAA第6条)、'また事務所 の場合 は営業許可
(per㎡t)の要件くむAA第7条)に 適 合する必要がある。UAAに は申請者が営業免許 を取得 し、
あるいは更新す る際の裁定 制度 を設けて いる。`営業免許取得者が証明業務 あ るいは調製業務
を監督 し、そ しで 自分め事務所 を代表 して財 務諸表 に関す る報告書 に署 名 し、あ るいは他の
者 に署 名 を一任す る場合 は、 当該証明業 務あるいは調製業務 の実施 に先立ち、職 業基準で要
求 される能力要件 に適合す る必要 がある。 営業免許取得者はそ の所属 が、企業、教育機関、
政府 、あ るいは開業中で あるか否か に関わ らず 、同一のCPEの要件 に適合 する必要があ る。
州 審査会がCPA事務所 の設置 を許可 し、か つ許可の更新 を行 う。本法 による許 可がな けれ
ば 証明業務 を実施で きず、 また「CPA事務所」の 名称 を使用で きないくUAA第7条(a))。'こめ条
文は、 営業許可 を受 けな い事務所 は、証 明業務 を実施す ることは無論 であるが、 さ らにCPA

















(3)営業免許 更新条件 として のピア ・レ ビュー:..・
UAAは、個 人開業CPAおよびCPA事務所 の営業免許証の更新の条件 と して、.少な くとも3
年 に,-7一度 のピ ア ・レビュー を受 け,る必要が ある とす る(UAA第6条0)、第71条(h)、PAAR、
蜆貝ll6--10,;7・-3)(～4)。..E、.・'・,:. 、:t.
UAAは ピア ・レビュー を次 のよ うに定義 している。厩 明、 あるいは調製 業務 を実施す る資
格登録 書保 持者、 あるいはCPA事務所 の職 業的業務 の いくつか の面に関す る、 自 らは資格登
録書 を有 し、かつ レビュー対 象者、 あるいは事務所 とは関係 を持たな い者 による調査、評価 、,
あるいは レビュー」の行 為(UAA第3条(m))。
ピ ア ・レビュー は、 証明お よび調製業務 の監督 責任者、な らび に事務所 を代表 して財 務諸
表 に関す る報告 書に署 名 または他 の者 に署 名を権 限付 け得 る者 が 当該業務 に対す る職業 基準
に設 け られた能 力要件 に適合 して いるか否か の検 証 も含 める必要 が ある。 ピ ア ・レビューは
州審査会が設置 した業務監視機構(QversightbodyY25)の監視 を受 け、 同機構 はピア ・レビュー
の有効性 に関 して州審査 会に定期的 に報告 し、 また ピア ・.レビュー計画 に参加 した事務 所の,
リス トを提出す る。 さ らに、 ピア ・レビューのプ ロセ スは秘 密 を守 るよ うに企図 され た方法
で運営 され、:文書 と して残 され、州審査会 も第三 者 も レビュー の過程 で作 られた文 書(調書い
報 告書、 コメ ン ト ・レター とそ の回答書 な ど)を閲覧す る ことはで きない(UAA第7条(h))。




a)営 業免許取得者 が証明 または調製業務 に関 して報 告 した財務諸表 とそ の報告書 を レ
'iビ ュー し、 当該取得者 が職 業基準 に準拠 してい るか を評価す る こと。 ・t:1
、',・(b)'営業免許取得者 に対 し教育的 あるいは業務矯 正的な措置 によ り報告業務 の改善を求
め ること。'・'・'… ∫.、"t・1:t・ ・Jtl
(c)追加調査 を求 める事 例につ いて州審査 会あ るいはその指 定 人に上撮す る こと。
'・(d)証明および調製業務 の監督 責任者、な らび に事務所 を代表 して財 務諸表 に関す る報
告書 に署名す る者がそ め能 力要件 に関 して該 当す る職業基準 に適合 しているか否かの
検証。r・1∴1'・It:∴ …'、 ・ 〆 ・ ・い,□'…
,(e).CPA事務所以 外で公 共 目的で調製業務 を実施 し、『またはその業務 を監督 し、・または
,かかる財務諸表 に関す る調製報 告書 に署名す る資格 登録者 がその能力要件 に関 して該
当す る職 業基準に適合 して いるか否か の検 証。'
'・(f戊その他6・:・-t .':・ ・)・t.t7tt'・t;、
・資格登録あ更新、または営業許可あ更新にあだり1『各申請者は申請直前12ヶ月簡に発行し
濠細謀 滅嘩 註 綱 書滅 頑 測聯 鞭 離寧あ遮
対熱 わ た聯 鱗 とともに提出首 ・酵 接 する(U触R7-3(b)娯・熟 畑 書類は
業務依頼 人の住所 や名称が削除 され た形で もよい。 、:… 一・、…
'申請 者め業務 に関わ る財務 諸表 な らび にその諸報告 書に関す るピ アん レビ土一はべ財務諸
壕 のr腿(一躍 興 玲計原貝の準繊 麺{灘 興 味ごC鵬搬 に
認められtg監査基準)?、そφ他の職業基準・:およ芦州審査今規則ての他の規制の導守性1こ向け
られ る(UAAR7,二3(e))。また、州審査会は資格登録者の職業的業務 に関 レ:欠 陥 を発見 した
場 合は、1その欠陥 事項に関 して文書で助言 し、改 善を求め る。 また、資格登録者 の報告 書に
疑念があればピア ・レビュー担当者以外の独立のレビュー者に調書のレビューを命じ↓発見




以 上、UAAが 設ける諸規定の うち、 とくにCPA資格登録制、 資格 登録 の更新 にあた っでの
c声蛭 興 難 綱 畦 ピア:レrユ:にう輌 剛 ・まと醐 ㍉'茎の他に
も い くつ か の特 徴 ・,tある い は注 目すCき 規 定 炉 あ る。 例 え{ま・.第2.2ft,}S比例 責 任 制
(proportionateliability).、第14条(o)は証明な らび に調製業務 にお ける成功報酬 の禁止規定 を'
設けて いる ことな どである。'』'L
その うえで、次の点で注 目すべき と考 える。すなわち、UAAとUAARに 含 め られたCPAら
の職業会計士規制のあ り方 は、CPA業務 の主た る奉仕 の相手を「公共jと措定 し、,,しtかもCPA資
格者 としての業務の中心 を証明《att(stl業務 と調 製(CQmp晦60n)業務 にお 駐た ラえで、、:厳格な











(1)州職業会計審査会の組織は現在のところ州によ り異なるが、UAAは 州審査会の組織、権限 について




実施 と処分な どを所管する。 …'.　 '…':`、"t'
(2}営業免許証(licepse)は広い概念で使われ る。個人のCPAがある州で資格登録 を行えば営業免許を得た
者(licensee)として扱われ る炉、 さ.6に公認会計‡事務所(CPAfirml個人事業所、無限責任制パー ト
t－ シ ・70・有随 酬 ノ!二r才ーシ・プ(L頃 株式 会社な どの繊 がある)hS.ある州 で営 業調
(petmit)を得 る場 合 もそ め事務 所talicenseeといわれ る。 また、 公 会計 士(publicaccouhtantlCPA資
パ ロ ら ロ エ 　ぐエ ベ
格 め な い 開 業 会 計 士)が 個 人 ま た は 事 務 所 と し て 開 業 登 録(fegistrati6n)の更 新 を 行 え ば(新 規 登 録 は な
い)、1そ の 者 ま た は 事 務 所 もlicenseeであ る 。 な お 、licen§e発行 主 体 で あ る 州 審 査 会 はlicensureとい わ
れ る 。'、 ・ ∴..,,





(6)ibiq・P・efaceii',,.・ ・1、 ∵ …
(7)UAAは職業会計全般 を律するモデル法であ り・ ここでいう螂 会計‡(CPA)の輪 中には営業免許 を、
取得している公会計士(publi6accountant)も含 まれ るとする(tJAALI-2、脚注鬼 公会計士資格付与制度
は存在 しないが、古い世代に公会計士資格で営業免許を取得 している人々も未だ残っているために、そ







「州は、統治権 と して、詐欺、:欺晴、あるいは怠惰や無能力の結末に対 して公衆を保護するために法
律を制定することがで きる二 さらに職業会計のよ うな、公衆の健康や福祉に影響する専門的職業や仕事
に就 く人々に必 要な一定の技術や学習を強いるこ ともできる。1(Davisv.Allen,307SW.2d800,Tenn.
Ct.App.1957.)・ ・':tt・㌧
「裁判所はv－ 般的 に、公共の職業会計が高度な技能な らびに技術を要する専門的職業であ り、適度の
制限内で法規によ り規制され得 るものであることを理解 している。 しか しなが ら、 …'1・財務諸表を
監査 し、意見を表明す ることに比べて、帳簿付けや同様の技術的業務は公衆の利害に大きく関わるもの
ではな ぐ それを選ぼ うとする人に与えられ る個 人の通常の権利に法規的干渉を許 さないことも裁判所
は判示 している。j(StateofTennesseeexrel.StateBoardofAccountancyV.BookkeepersBusiness




















名称を用いて、他 人の求めに応 じ報酬を得て、財務書類の調製をし.財 務に関する調査若 しくは立案を
し、又}4財務に関する相談に応ずる ことを業 とすることがで きる。jとする(税務に関する相談は税理士法





融機関の監査に従事するCPA事務所に対 してSECPSが設定したピア ・レビュー ・プログラムに基づ くレ
ビュー を3年 毎に受 け、 さらにSECPSが求める随意の時期 に追加の レビュ;を 受けるごとになってい
れ コ ぜ ム ヒ ぶ 　 ロ 　 ヒ 　 ド 　 ロ こ し ロ
る。'UAAが求めるピア ■'レ「ピゴL－は非公開企業や行政部門や非営利団体を含めた証明業務一般の担 当
c倉Aない しcpA事務所に対するものであ り、SEC登録企業の監査担 当事務所に対するピア ↓レビューは
強化きhぞ いる とt>える。"・ ・;・'tt}"tt・'・-噛'・'・ …t・
12 経 理 知 識一
(25)ピア ・レビュー麟 委員会{PeerRevieWOve醜htCo㎜i廿㏄)}ま、 ピア ・レピュ〒緬 をモニター
し;当 該計画が法律 ・規則 に設けられた要件に適合 して いるか否かについて州審査会に報告す るために
・,州審査会によ り任命され、州審査会のメンバー ではない個 人か ら構成 され るくUAAR7三4(b})。}
(25)UAA-LPrefaceおよびUAAI-5を参照。 ・'.Ill
(26)大蔵省公認会計士審 査会は「監査制度 を巡 る問題点 と改革め方向」 を2000年6月29日に公表 し、CP
.Eの義務化や監査法人のLLP制 などを盛 り込んだが、資格登録 と営業免許の区別 にまで踏み込むには
至 らなかった。,'
(資 料)ttt「'"・'tt"・-tパ'■': .
AICPAとNASBAは、tCPEの統一基準 を設 け読 あにi995扇ご摘 縫 を繭き己PEプ ・グラ雇 轄
さ ヘ ビ い





以下は、各基準の翻訳、な らび にコメン トの要約である(なお、本資料はUAAのAppendlXBとして添付
されている)。
一 般 基 準: . 、こ.,。'ブ 、.一.∵,
第1:会 計職業人は学習ズログ ラムに参加レい自らの職業的能力を維持 し,sφるしxは高めなければな,らない。
第2:該 当す るCPE要件のすべて を満たす ことは各会計職業人 自らの責任である。.i..-t、,、.1
第3、ICPEプログ ラム主催者は該 当するすべての基準 に準拠する責任 を有する。 、..、,
4
、 …r'「,
プ ロ グ ラ ム 開 発 基 準:`・'.;,一 、'・ ∵
第1:プ ログラム開発者は学習目標 と当該プログ ラム ・レベル(基礎 ・、'*級・上級 ・最新情 報 ・概括)を明
一 示 しなければな らない1' t'一一':'"一=・ 層∴ 層〆' 、
第2':プログラム開発者}まずべてのプ[」グ ラAに ついで 参 加 前提条件 としての教育、経験,あ るいは両
者の条件 を萌記 しなければな らな い。 川 パ
第3:プ ログラム開発者は学習主題た対して適格で、+かつ教育方法の立案に精通した者でなければな らない 。
第4:プ ログラム 開 発者は教材が プログラムの学習 目標 た適合:ifきるように、技術的 に正確セ、 当を得
'・そ
、十分なものであるように しなければな らない。・プログラム開発者は教材め酋巴布にあた り、用 い
}られ る教育手法 を指示 しなければな らな い
。"‥:'一"ビ ビ'




プ・グ当 期 雛 ㌧_∴'、 ∴ 、 ∴.∴_∴ ∴,,
第1:プログラ培 儲 は参加都 対して・.櫛パ 学習目標 参加酷 プ 円グラ杢.・tレざ～・プ・グ
,.tラム柊 参加継 鞭 手法 ρP騨隼 鋲 騨 位認類 針坤 らせ型才坪 草 ない・
第・・プ・グラム主催者は適地 鮪 や緩 を有恒 刷 だけが参加するよう頃 詞 ・麟 顕 らない・
第3:プ ログラム主催者はプログラム内容と用いる教材の両方に適格な担当講師を配置しなければならない。





プ ロ グ ラ ム 測 定 基 準:
第1:CPE単位は個 人の職業的能 力を維持 し、あるいは増進 させ る学習プ ログラムに対 してのみ認定 され,
るべ きである。
第2:す べてのプログラムは50分講義時間単位で測定されなければな らない。CPE単位 目的の最も短 いプ
ログラムは1講 義時間か ら構成されなければな らない。
*1講 義時間 とはsb分のグループ ・プログラムへの参加をいい、プログ ラム主催者はグルー プ ・プ
ログラムをモニ ター し、参加者の遅刻や早退も講義時間数の計算 に含める。
自習プログラムは平均達成時間が予め測定される必婁がある。 自習プログラムには、イ ンタラ
クテ ィブ型(interactiveself-stUdy=講義室での講義 を想定 したソフ ト、教材、テクノロジー ・シ
ステム を用 いた双方向性 の自習方式。学習 内容のフィー ドバ ックと到達度 の確認が随時 に行われ
る)と非イ ンタラクテ ィブi9(rion-interactiveself-study:教材に関す る出題 と郵送による解答こ
不正解に対するフ ィー ドバック、お よび正解に対する確認の フィー ドバ ック。講義時間はイ ンタ
ラクティブ型 の2分 の1で 換算)がある。
大学でのCPE認定講義への参加は、セメス ター(半期)制の1単 位は15講義時間、四半期制 の1
単位は10講義時間で換算する。
第3:講 師あるいは討議主任(discussionleader)↓こも、当該プログラムがその参加者 に対するCPE単位に







プ ロ グ ラ ム 報 告 基 準:
第1:学 習プ ログラムへの参加者はその参加 を文書に示す必要がある。そ こには、(1)プログラム主催者、
(2)タイ トルと内容の説明、(3)日時、(4)場所、(5)CPE講義時 間数が記載 される。
第2:参 加者に要求され る報告書を裏付けるために、プログラム主催者は適切な期間 にわた り次の情報を
残す ことを要する。(1)参加者の記録、(2)プログラム教材、(3)日時(4)場 所、(5)講鰍(6)CPE
講義時 間数、(7)プ直グラム評価の結果、(8)当基準 に示 された責任に準拠 して いる ことの証拠。
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